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第１章 策定趣旨と位置づけ

                                  

１．１ 策定趣旨

国内の水道事業を取り巻く環境は，人口減少に伴う給水収益の低迷，水道施設の耐震化

や老朽化対策に対応するための費用の増加など変化しており，これまで以上に高度化，多

様化する課題への取組が求められるようになってきました。

このような状況下で，厚生労働省は，平成２５年３月に国内の水道事業が今後どのよう

に進むべきかを示した「新水道ビジョン」を策定・公表しました。

厚生労働省の新水道ビジョンでは，水道に係る関係者が共有すべき基本理念として「地

域とともに，信頼を未来につなぐ日本の水道」と掲げ，関係者それぞれが取組に挑戦する

こととしています。

さらに，新水道ビジョンでは，水道の理想像として「時代や環境の変化に対して的確に

対応しつつ，水質基準に適合した水が，必要な量，いつでも，どこでも，誰でも，合理的

な対価をもって，持続的に受けることが可能な水道」として，「安全な水道」，「水道サービ

スの持続」，「強靱な水道」の３つの観点から，取組の目指すべき方向性を示しています。
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大崎市水道事業においても，全国の状況と同様に少子高齢化に伴う人口減少による水需

要の減少，これに伴う水道料金の減収，多くの水道施設の更新や耐震化による費用の増大

など，様々な課題を抱えています。

これらの課題に対処するためには，実効性のある方策の実施により，「安全」で「強靱」

な水道を構築していくとともに，アセットマネジメントの長期的視点を踏まえ，水道サー

ビスの「持続」を図る必要があります。

今後も，市民の生活や市内の経済活動を支える水道を継続し，目指すべき将来像を明示

するとともに，取り組むべき事項を提示するため，「第２期大崎市水道ビジョン」を新たに

策定するものです。

                                

１．２ 位置づけと計画期間

「第２期大崎市水道ビジョン」では，厚生労働省の「新水道ビジョン」の内容を踏まえ

つつ，「持続可能な開発目標」である，SDGｓの視点を取り入れ，大崎市の最上位計画で

ある「大崎市総合計画」など各種計画との整合を図りながら，５０年後，１００年後の将

来を見据え，大崎市水道事業の目指すべき未来・将来の方向性を示し，今後の事業運営の

取り組むべき基本構想（指針）」として位置づけるものです。

現状の分析・評価を行い，課題を整理し，将来像とその実現方策を示します。

「第２期大崎市水道ビジョン」の計画期間は，令和４年度（２０２２年度）を初年度と

し，令和１３年度（２０３１年度）までの１０年間とします。
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１．３ 第１期 大崎市水道ビジョンの振り返り

平成２２年３月（201０年）に策定しました「大崎市水道ビジョン」では，６つの基本

的方向性のもと，今後取り組んでいく施策を掲げていました。

大崎市水道ビジョンに掲げた施策がどのように実施されたかを振り返りました。

基本的方向性 施　　策 主な取組

①水源の水質保全対策

②水質検査体制の充実と監視体制の強化

③「水安全計画」の策定と水質管理体制の構築

（２）浄水処理の充実・強化 ①新技術の浄水設備の導入

①直結給水化の推進と貯水槽水道の管理・指導

②鉛製給水管解消の促進

①維持管理の充実

②老朽化施設設備の計画的な更新

③管路施設の更新・整備

④未給水地域の解消

（２）簡易水道統合整備の推進 ①簡易水道の上水道への統合整備の推進

①浄水・配水施設の耐震化

②管路の耐震化

①応急給水体制の充実

②応急復旧体制の充実

③災害訓練による体制強化

（１）事業運営の効率化 ①維持管理の効率化

①水道施設のライフサイクルコストの縮減に向けた取組

②料金制度の見直し

（３）人材の育成と技術の継承 ①職員研修などの充実

①窓口サービスの充実

②収納方法の多様化の検討

①広報，広聴活動の充実

②情報公開の推進

5　環境にやさしい水道
     システムを構築する

     ために

（１）地球温暖化防止に
         向けた取組の推進

①環境負荷低減策の推進

6　新たな視点に立った

     事業運営
（１）広域化・広域連携の強化 ①宮城県大崎広域水道・近隣受水団体との連携強化

3　持続可能な水道経営
     実現のために

（２）財政基盤の強化

4　お客さまの視点に

     立った事業運営の
     ために

（１）お客さまサービスの向上

（２）積極的な情報提供

第１期　大崎市水道ビジョン　施策体系

1　安全・安心な
     おいしい水を供給
　  するために

（１）水道水源の保全対策

（３）おいしい水の確保

2　いつでもどこでも

     安定した水を供給
     するために

（１）施設の適正な維持管理
         と計画的な整備

（３）施設の耐震化

（４）応急給水・応急復旧
         体制の充実
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施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

①水源の水質保全対策

関係機関及び関係団体と連携し，

水源の監視強化及び保全活動に取
り組みました。

②水質検査体制の充実と
   監視体制の強化

計画的な水質検査機器の更新整備
や自己検査体制の充実を図ってき
ました。

③「水安全計画」の策定と
   水質管理体制の構築

平成27年に水安全計画を策定し，
水質管理体制の強化を図りまし
た。

（２）浄水処理の充実
　　　・強化

①新技術の浄水設備の導入

自然災害などによる原水の濁り水
対策やクリプトスポリジウム対策
に対応する高度浄水処理設備を導

入しました。

指標：浄水設備の導入率（％）
R３目標：８０％以上

R２実績：完了済

①直結給水化の推進と貯水
   槽水道の管理・指導

市広報紙や市ウェブサイト等を活
用した情報発信を行い，窓口での
相談において推進，指導を図って
います。

②鉛製給水管解消の促進

平成30年度に「鉛製給水管解消事

業計画」を策定し，令和元年度か
ら令和7年度までの７年間にて解
消するため事業実施中です。

指標：鉛製給水管率（％）

R３目標：１５％以下
R２実績：4.8％

施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

①維持管理の充実
施設の状況を的確に把握し計画的
な補修・修繕に取り組んでいま
す。

②老朽化施設設備の計画的
   な更新

施設の更新事業計画に基づき計画
的な更新・整備に取り組んでいま

す。

指標：経年化設備率（％）

R３目標：２６％以下
R２実績：２２.９％

③管路施設の更新・整備

アセットマネジメントに基づき計

画的な更新・整備に取り組んでい
ます。

指標：経年化管路率（％）

R３目標：１５％以下
R２実績：２１.６％

④未給水地域の解消
未給水区域の解消に向けて整備計
画を作成し対応しています。

（２）簡易水道統合整備
　　　の推進

①簡易水道の上水道への
   統合整備の推進

平成23年度から鳴子温泉地域や岩
出山地域の簡易水道について順次
統合を行い，平成29年度に大崎市
水道事業として一本化が完了しま
した。

指標：簡易水道事業統合計画
　　　の推進

R３目標　推進
H２９に統合完了

①浄水・配水施設の耐震化
令和元年度から耐震化交付金の採

択を受けて取り組んでいます。

指標：浄水施設の耐震化率（％）
R３目標：７５％以上
R２実績：９９.１％

指標：配水施設の耐震化率（％）
R３目標：４０％以上
R２実績：４４.７％

②管路の耐震化
令和元年度から耐震化交付金の採
択を受けて取り組んでいます。

指標：管路の耐震化率（％）
R３目標：１５％以上

R２実績：１３.８％

（３）施設の耐震化

基本的方向性１：安全・安心なおいしい水を供給するために

（１）水道水源の保全
　　　対策

（３）おいしい水の確保

基本的方向性２：いつでもどこでも安定した水を供給するために

（１）施設の適正な維持
　　　管理と計画的な
　　　整備
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施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

①応急給水体制の充実

各地域の配水池に緊急時において
給水車へ配水が行えるよう給水栓
を設置し，古川・松山地域と古
川・田尻地域においては配水連絡
管を整備済み。

②応急復旧体制の充実

配管金具等の応急復旧資機材の充
実を図るとともに，拠点給水時に

おける簡易型給水タンクを配備
し，災害時における体制の充実を
図りました。

③災害訓練による体制強化

平成29年度から部内において施設

管理業者を含めた形で災害対策訓
練に取り組んでいます。

施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

（１）事業運営の効率化 ①維持管理の効率化

平成28年度から浄水場など水道施
設の運転管理や料金収納業務，水
道メーター交換など給水装置関連
業務を統合した包括業務委託を開
始し，業務の効率化を図りまし
た。

指標：事業運営の効率化（％）

R３目標：６０％以上
R２実績：庁舎管理など一部を
　　　　　除いて業務委託済

①水道施設のライフ
   サイクルコストの
   縮減に向けた取組

平成26年度に持続可能な水道事業
を実現させるため，中長期の更新
需要・財政収支見通しを表すア
セットマネジメントを策定し，計
画的な更新に取り組んでいます。

②料金制度の見直し

水道料金については人口減少によ
り有収水量が減少していることに
より従量料金が減少しているもの
の，核家族化により基本料金部分
が増加しており，トータルでは大
きな増減がないことから，動向を
見守っている状態です。

指標：料金回収率（％）
R３目標：９８％以上
R２実績：１０１.４％

（３）人材の育成と

　　　技術の継承
①職員研修などの充実

各種研修会を活用し，職員の人材
育成に取り組むとともに，給水装

置関連の説明会と合わせて外部講
師による研修を開催し，民間事業
者との情報共有に努めました。

基本的方向性２：いつでもどこでも安定した水を供給するために

（４）応急給水・応急
　　　復旧体制の充実

基本的方向性３：持続可能な水道経営実現のために

（２）財政基盤の強化
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施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

①窓口サービスの充実

平成23年度から水道料金収納関連
業務を業務委託し，合わせて「水
道お客様センター」を開設し，お

客さまの利便性の向上と窓口サー
ビスの充実を図りました。

②収納方法の多様化の検討

クレジットカード払いについて
は，口座振替利用者が変更となる

可能性が高いことや手数料等の運
用費用が高くなることなどにより
実施を見送っております。

①広報，広聴活動の充実

水道モニター制度の導入やアン
ケート調査については未実施で
あったことから，今後の課題とし
て検討します。

②情報公開の推進

水道に係る手続き方法や各種情報

などについて，市ウェブサイトに
掲載し内容の充実を図るととも
に，令和元年度から広報紙「みず

いろ」を発行して情報発信に努め
ています。

施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

（１）地球温暖化防止
　　　に向けた取組の
　　　推進

①環境負荷低減策の推進

平成２５年度から青山浄水場建設
にあわせ検討したが，高額な設備
投資と維持管理のため小水力発電
導入について見送りとしていま
す。

指標：配水量１㎥当たりのCo₂排出量

　　　（g・Co₂/㎥）

R３目標　６８g・Co₂/㎥より減少

R２実績　１３１g・Co₂/㎥

施　　策 主な取組 振り返り 備　　考

（１）広域化・広域連携
　　　の強化

①宮城県大崎広域水道
  ・近隣受水団体との
  連携強化

大崎地方の5団体，栗原市，松島
町，黒川郡の４団体の水道事業所
にて構成している大崎地方水道事
業連絡協議会を通じて，共通の課
題検討や先進地研修会に取り組
み，連携の強化を図っています。

（２）積極的な情報提供

基本的方向性５：環境にやさしい水道システムを構築するために

基本的方向性６：新たな視点に立った事業運営

基本的方向性４：お客さまの視点に立った事業運営のために

（１）お客さまサービス

　　　の向上
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第２章 大崎市の概況

                                  

２．１ 位置と概要

大崎市は，宮城県の北西部に位置し，東は遠田郡・登米市，西は加美郡・山形県・秋田

県，南は黒川郡・宮城郡，北は栗原市に接しています。

平成 18 年 3 月 31 日，古川市，松山町，三本木町，鹿島台町，岩出山町，鳴子町，田

尻町の 1 市 6 町が合併し，「大崎市」が誕生しました。

総面積は，７９６．８１kｍ²で県土の約１０．９％を占めており，東西方向に距離が長

いことが特徴となっています。西部には奥羽山脈の山々がそびえ，荒雄岳を源とする江合

川と舟形連峰を源とする鳴瀬川の２つの大きな河川が市域を貫流し，その支流に沿って県

内有数の肥沃で広大な大崎耕土が広がります。この大崎耕土は，本市が発祥の地である銘

柄米「ササニシキ」「ひとめぼれ」「ささ結」などの産地となっています。
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２．２ 気候

大崎市の気候は，令和２年において年間平均気温１２．３℃（古川），最高気温３８．４℃

（松山），最低気温－８．５℃（田尻）となっており，寒暖の差が大きい内陸型気候です。

東西に長い地形であることから，冬季間の降雪量などは地域によって大きな差があり，

鳴子温泉地域などの山岳地帯では雪が多い一方で，松山・鹿島台地域の平野地では雪が少

なく温暖な気候となっています。

出典：大崎市統計書（令和２年版）
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２．３ 人口

大崎市の令和２年１２月末の人口は１２万８，２９７人，世帯数は５万２，１６１世帯

となっています。人口の増減については，平成１２年をピークに緩やかにマイナスで推移

していますが，世帯数については核家族化の進行により増えている状況が続いています。

年齢別人口割合においては，１５歳未満が減少していますが，６５歳以上の高齢者の割

合が増加しており，大崎市においても少子高齢化が進んでいます。

出典：大崎市統計書（令和２年版）
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２．４ 災害

（１）風水害

平成２３年９月や平成２４年５月，平成２７年９月の洪水では，避難勧告や避難指示を

発令するほどの洪水となっており，平成２８年８月に観測史上東北地方に初めて太平洋側

から直接上陸した台風１０号や令和元年１０月に発生した台風１９号においては，住家は

もとより農地や農業施設，河川・道路などの公共施設にも甚大な被害をもたらしました。

近年の傾向として１時間降水量１００ｍｍ・日降水量５００ｍｍを超える記録的なゲリ

ラ豪雨や集中豪雨が発生しており，水害発生の危険性がこれまで以上に高くなるおそれが

あります。

（２）地震災害

平成２３年３月１１日に発生した「東日本大震災」では，市内で震度６強の激しい揺れ

を観測し，市内各地で家屋や道路，橋りょうに大きな被害をもたらしました。電気，通信

などのライフラインも，壊滅的な被害を受け，交通機関の麻痺やガソリンの不足など市民

生活は困難を極めました。さらに，同年４月７日にも震度６弱の余震が発生し，再び大混

乱したところでありました。

水道施設においても多くの被害が発生し，県広域水道の受水停止と停電，水道管の破損

などにより広範囲にわたり断水となりました。断水期間は地域により異なりましたが，本

震で最大２１日間（田尻地域），余震で９日間（田尻地域）となり，市民生活に大きな影響

を及ぼしました。

■ライフラインの被害状況

項　目 被害内容 復旧状況

電 気
３月１１日～

市内全域が停電

本震３月１８日　市内全域復旧

余震４月　９日　市内全域復旧

上 水 道
管路漏水：本震３１０件　余震１８８件

断水期間（停電と漏水による）

本震３月３１日　市内全域復旧

余震４月１５日　市内全域復旧

下 水 道
公共４処理区（H２４.9.28全面復旧）被災

農集排１１地区（H25.3.25全面復旧）被災

本震　　　　　　通常使用

余震　　　　　　通常使用

都 市 ガ ス
３月１１日～

通常供給

本震　　　　　　通常供給

余震　　　　　　通常供給

電 話
３月１１日～

市内全域回線不通

本震３月１９日　市内全域復旧

余震　　　　　　正常稼働

■上水道被害状況

項　目 被害ヵ所数 被害額

水 道 施 設 　３５ヵ所 １２１，４７６千円

管 路 施 設 ４９８ヵ所 １５８，００５千円

出典：東日本大震災の記録（大崎市作成）

大崎市資料　平成２５年１１月１日現在

大崎市資料　平成２５年１１月１日現在
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第３章 水道事業の特性，水需要の見通し

                                  

３．１ 事業の沿革

水道事業創設前の市町は，古来より川水や井戸水・湧水を飲料水としていたことから，

水質悪化や濁水の問題が発生し，良質の飲料水を求めるため，水道を創設した歴史があり

ます。

特に，明治時代の古川村においては，川水に飲料水を求めていたことから，良質の飲料

水に恵まれておらず，コレラの発生もありました。このようなことから，衛生対策として

水道の必要性を強く訴えた戸長の提案により，明治１７年に上水道を創設しました。

続いて，大正時代に入ると，旧鳴子町においては，大正４年陸羽東線の開通による温泉

客増加と大正１０年の町制施行とともに人口が増加し，水量不足の影響で大正１４年に上

水道を創設しました。

水質と衛生対策，人口増による安定供給などを目的に，昭和２０年後半から各地域で，

簡易水道や共同の水道組合，小規模簡易給水施設が次々に創設。国が生活改善の指導が重

要と考えたことと，簡易水道の補助制度の発足により，昭和３０年代から簡易水道の創設

がますます増加しました。

昭和３０年代・４０年代の高度成長期に水道の普及率も上昇。全国では，昭和３０年に

３０％台の水道普及率が昭和４０年後半には９０％近くまでになりました。市町も同じよ

うに普及率が上昇し，事業拡張で増大する水需要に対応してきましたが，水源の水利権問

題や地下水涸渇で安定した水を求める必要が出てきました。

昭和４０年代後半に関係市町村が連携して新たな水源を求め，昭和５５年から漆沢ダム

を水源とする大崎広域水道用水供給事業から受水し，大崎市では，古川・松山・三本木・

鹿島台・田尻地域が受水しています。

大崎市の水道事業は，平成１８年３月３１日，１市６町が合併し，１つの上水道事業と

７つの簡易水道事業が統合創設し誕生しました。簡易水道事業については，平成２３年度

に鳴子温泉地域の向山簡易水道と小身川原簡易水道が上水道事業へ事業統合し，平成２５

年度に鳴子温泉地域の鬼首簡易水道，鳴子上原簡易水道を事業統合，平成２９年度に岩出

山地域の池月簡易水道，中里簡易水道，真山簡易水道を上水道事業へ事業統合しました。

このことにより，大崎市内の全ての水道事業が統合となり，大崎市水道事業として現在

に至っています。



12

           

大崎市水道事業の沿革

    

池月・中里・真
山簡水廃止、上

水へ統合

向山専水廃止、

小身川原簡水廃
止、鳴子向山簡
水廃止、上水へ

統合

鬼首簡水廃止、

鳴子上原簡水廃
止、上水へ

統合

古川 松山 三本木 鹿島台 岩出山 鳴子温泉 田尻

鍛冶谷沢・

川渡温泉
簡水

中山平・川

渡駅前・東
鳴子・星沼・

黒崎簡水

横町・南小
松・大坊浦・
北大杉・鹿

飼・川岸前
簡易給水

西部簡水 ３簡水統合

松山町簡水

市街地

第２次拡張

平渡増補 池月下宮・

上宮、一栗
要害・沢口、
岩出山城山

水道組合

鬼首簡水

１０簡水
上水へ統合

竹谷・志田
谷地簡水

上原専水

金谷簡水

明治 《Ｍ６横浜市

　　水道創設》

《Ｍ２０横浜市

　　近代水道開始》

《Ｍ２１

　　市町村制施行》

《Ｍ２３

　　水道条例公布》

古川村
上水創設

第１次改修

《Ｍ２２古川町》 《Ｍ２３松山町》 《Ｍ２２岩出山町》

第２次改修

昭和
新田簡水

第４次改修

10
第１次拡張

20

《Ｍ２８三本木町》 《Ｍ３５田尻町》

大正
《Ｔ１０鳴子町》

古川町創設

第３次改修

鳴子町

上水創設

《Ｓ２７

　　簡水補助制度》

《Ｓ２７

　　地方公営企業

　　法公布》

桜ノ目・
渋井簡水

千石簡水 多田川地区
増補

第２次拡張 市街地地区

簡水

第１次拡張

《Ｓ２５古川市》 《Ｓ２６鹿島台町》 第２次拡張

第１次増補 高柳簡水 平渡簡水

《Ｓ３２

　　水道法公布》

市街地
第１次拡張第２次増補 第３次拡張

30

荒谷・富永・

新田・高倉・
東部・宮沢

簡水

下伊場野

広岡・山王
簡水

新沼地区・

館下以東
簡水

平渡増補 池月駅前・

駅裏・寺町・
新町・東駅
裏水道組合

第４次拡張

第３次拡張

40
鬼首原簡水

第４次拡張 新田簡水 ４簡水廃止
三本木町

上水

平渡増補 池月簡水 中山平・川
渡駅前・東

鳴子・星沼・
上水へ統合

第１次・２次
・３次拡張

第５次拡張

池月
第１次拡張 向山専水

２簡水

上水へ統合
50

田尻町
上水

金谷増補
平渡簡水廃止、

鹿島台町上水

真山簡水

第１次拡張

岩出山町
上水

鬼首原簡水廃
止、鬼首簡水へ

統合

岩出山町

第１次拡張

第５次拡張 第３次拡張 池月
第２次拡張

小身川原
簡水

第２次拡張

大崎広域
水道受水

大崎広域
水道受水

大崎広域
水道受水

大崎広域
水道受水

大崎広域
水道受水

元号

平成１８年３月３１日　大崎市水道事業　　１　上水道事業　　７　簡易水道事業

　　（　池月，中里，真山，鬼首，小身川原，鳴子上原，鳴子向山簡易水道事業　）

平成２３年４月１日　大崎市水道事業　　１　上水道事業　　５　簡易水道事業
　　（　池月，中里，真山，鬼首，鳴子上原簡易水道事業　）

平成２５年４月１日　大崎市水道事業　　１　上水道事業　　３　簡易水道事業
　　（　池月，中里，真山簡易水道事業　）

平成２９年４月１日　大崎市水道事業　　１　上水道事業

鹿飼簡水
廃止上水

へ統合第２次拡張

中里簡水

第３次拡張

岩出山町

第４次拡張黄金田簡水

廃止真山簡
水へ統合

第４次拡張

岩出山町

第２次拡張

第７次拡張

２簡水廃止
上水へ統合

平成
第１次拡張 岩出山町

第３次拡張
上原専水

廃止、鳴子

上原簡水
天王寺簡水
廃止池月簡

水へ統合

天王寺・黄
金田簡水

第６次拡張

４簡水廃止

松山町上水

上沢・川井

簡水



13

                                  

３．２ 業務概要

令和２年度末の大崎市水道事業の業務概要は，年度末給水人口１２４，０６１人，年度

末給水戸数５０，９１５戸，年度末給水栓数５３，６７０栓，年間給水量１５，０９８，

１４３ｍ³，年間有収水量１２，６５１，５７０ｍ³（注１），一日最大給水量４６，９１５

ｍ³（注２），一日平均給水量４１，３６５ｍ³（注３），有収率８３．８０％（注４）となってい

ます。

（注１）年間有収水量 ：料金徴収の対象となった水量。

（注２）一日最大給水量：年間の一日給水量のうち最大のもの。

（注３）一日平均給水量：年間総給水量を年日 数で除したもの。

（注４）年間有収水量を年間給水量で除したもの。

                                  

３．3 施設概要

令和２年度末の水道施設の概要は，水源１６施設（河川水 2，伏流水１，深井戸 8，浅

井戸 1，湧水 4），浄水場 10 施設，配水場（注５）27 施設，ポンプ場 16 施設，導水管１

１．３９ｋｍ，送水管３５．７８ｋｍ，配水本管５９．８４ｋｍ，配水支管１，１５８．

０９ｋｍとなっています。

（注５）配水場：給水区域の需要量に応じて適切な配水を行うため，浄水を一時蓄える施設 。

年 度 末 給 水 人 口 （人） 124,061

年 度 末 給 水 戸 数 （戸） 50,915

年 度 末 給 水 栓 （栓） 53,670

年 間 給 水 量 （ｍ³） 15,098,143

年 間 有 収 水 量 （ｍ³） 12,651,570

一 日 最 大 給 水 量 （ｍ³） 46,915

一 日 平 均 給 水 量 （ｍ³） 41,365

有 収 率 （％） 83.80

数　　　　量項　　　　目

令和２年度　大崎市水道事業　業務概要
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３．４ 施設一覧

大崎市水道事業における浄配水施設等については以下のとおりです。

地域 施設名 地域 施設名 地域 施設名

古川 江合第二水源 古川 上古川配水場 古川 清滝中継ポンプ場

岩出山 岩出山2号取水井 天望配水場 松山 太夫沢ポンプ場

岩出山3号取水井 松山 松山第1配水場 三本木 秋田中継ポンプ場

岩出山4号取水井 松山第2配水場 鹿島台 石竹ポンプ場

真山1号取水井 太夫沢配水場 一ノ坪ポンプ場

真山２号取水井 三本木 白坂配水場 塚ノ入ポンプ場

池月1号取水井 鹿島台 鷹待嶽配水場 田尻 加護坊山ポンプ場

池月２号取水井 狸沢配水場 岩出山 木通沢ポンプ場

池月３号取水井 田尻 小塩配水場 二軒茶屋ポンプ場

中里水源 田尻大沢配水場 天王寺ポンプ場

鳴子温泉 大深沢水源 加護坊山配水場 鳴子温泉 大谷川ポンプ場

大谷川水源 岩出山 城山配水場 焼石亦・南原中継ポンプ場

屏風岩水源 池月配水場 鍛冶谷沢ポンプ場

上原水源 天王寺配水場 宮沢中継ポンプ場

鳴子大沢水源 真山配水場 向山第一中継ポンプ場

鍋倉水源 中里配水場 向山第二中継ポンプ場

鳴子温泉 青山配水場

宝泉配水場

地域 施設名 焼石亦・南原配水場

古川 清水浄水場 黄金成配水場

岩出山 岩出山浄水場 鳴子高区配水場

池月浄水場 潟沼配水場

真山浄水場 上原配水場

中里浄水場 鳴子大沢配水場

鳴子温泉 青山浄水場 鍋倉配水場

上野々浄水場 鳴子宮沢配水場

上原浄水場 向山配水場

鳴子大沢浄水場

鍋倉浄水場

水　　源　　16施設 配　水　場　　　27施設 ポ ン プ 場　　16施設

浄　水　場　　10施設
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大 崎 市 の 主 な
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水 道 施 設
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３．５ 水需要の推移

令和２年度における水需要は，有収水量，一日平均給水量，一日最大給水量がそれぞれ

前年比 214ｍ³／日，659ｍ³／日，１，６４９ｍ³／日増加しています。

推移を見ると，有収水量においては令和元年度まで緩やかに減少しておりましたが，令

和２年度において若干増加しており，コロナ禍における家庭での使用量が増加したことが

原因となっています。

項　　目 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

有収水量（ｍ³/日） 36,298 35,361 36,127 35,582 34,928 34,758 34,818 35,230 34,962 34,448 34,662

一日平均給水量（ｍ³/日） 44,053 45,136 45,753 44,191 42,776 43,004 42,245 41,970 41,380 40,706 41,365

一日最大給水量（ｍ³/日） 61,955 55,105 53,553 51,696 49,876 50,983 49,205 47,859 47,745 46,936 48,585

大崎市水道事業　水需要の推移
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３．６ 経営状況

令和２年度における収益的収支（注６）は，純利益が３２１，２８９ 千円となっており，

令和２年度の資本的収支（注７）では，不足額が１， ０２ ３， ６ ２０ 千円で，当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額，過年度分損益勘定留保資金（注８）により補填

しています。

（注６）収益的収支：企業の経常的経営活動に伴って発生する収支 。

（注７）資本的収支：収益的収支に属さない収支 。主として，建設改良及び企業債償還金などの収支をいう。

（注８）損益勘定留保資金：資本的収支の補填財源 。当年度損益勘定留保資金と過年度損益勘定留保資金に

区分される。

（税抜：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

総 収 益 3,578,745 3,828,752 3,712,246 3,735,449 3,710,818

給 水 収 益 3,255,057 3,355,844 3,340,240 3,320,827 3,261,580

そ の 他 収 益 323,688 472,908 372,006 414,622 449,238

総 費 用 3,328,553 3,482,786 3,497,053 3,507,657 3,389,529

純 利 益 250,192 345,966 215,193 227,792 321,289

（税込：千円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

資 本 的 収 入 809,946 652,818 758,806 739,454 741,900

企 業 債 669,900 514,100 606,500 496,900 581,500

補 助 金 121,146 0 0 10,564 46,700

工 事 ・ 他 会 計 負 担 金 18,900 88,638 102,306 131,335 113,069

そ の 他 収 入 0 50,080 50,000 100,655 631

資 本 的 支 出 1,768,745 1,319,419 1,502,586 1,647,918 1,765,520

建 設 改 良 費 1,339,584 787,872 947,838 873,194 964,609

企 業 債 償 還 金 425,651 522,573 554,748 574,724 600,911

そ の 他 支 出 3,510 8,974 0 200,000 200,000

不 足 額 ▲ 958,799 ▲ 666,601 ▲ 743,780 ▲ 908,464 ▲ 1,023,620

項　　目

項　　目

大崎市水道事業　収益的収支の状況

大崎市水道事業　資本的収支の状況
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３．７ 水需要の見通し

（１）人口

大崎市の住民基本台帳人口は，令和２年末で１２万８，２９７人となっており，平成

１２年頃をピークに減少傾向が続いています。

将来の人口は，令和１２年（２０３０年）においては１１万８，０００人，令和２２

年（２０４０年）では１１万２，０２１人となる見込みが示されています。

（２）給水区域内人口

大崎市における給水区域内人口は，令和２年度で１２万６，４１０人となっており，

平成２２年度から７，９８５人，約５．９％減少しています。

将来の給水区域内人口は，計画最終年度である令和１３年度（２０３１年度）には，

現状よりも約９，８００人少ない，１１万６，６０６人になる見込みです。

・令和２年までの値は，大崎市統計書における住民基本台帳人口より引用。

・令和７年から令和１２年の値は，令和２年３月に改定された「おおさき市地方創生総合戦略」の数値を参考に推計。

・令和１７年以降の値は，国立社会保障・人口問題研究所は「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０１８）年推計）」より引用。

大崎市　行政区域内人口の実績と予測値
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（３）一日平均給水量

大崎市の水需要（一日平均給水量）については，令和２年度で４万１，３６５ｍ³／日と

なっており，平成２４年度をピークに緩やかに減少しています。

将来の水需要は，計画最終年度である令和１３年度（２０３１年度）には，現状よりも

約５，２００ｍ³／日減少し，３万６，１９６ｍ³／日になる見込みです。

大崎市水道事業　一日平均給水量の実績と予測
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第４章 水道の現状評価と課題

                                  

４．１ 安全な水道

（１）水源

水源は合併以前の市町（各地域）ごとに有しており，自己水の表流水・伏流水・湧水・

地下水及び宮城県大崎広域水道からの用水供給水を水源としています。このように多くの

水源により，安全・安心を確保しているものの，供給人口とともに水需要の減少を見込ん

でおり，需要に応じた適正な運用が求められています。

（２）水源の水質

水源の水質を良好に保つことは安全で良質な水を供給するための重要な要素です。東部

地域（古川，松山，三本木，鹿島台，田尻）は，宮城県大崎広域水道からの用水供給水を

水源としています。自己水源として，古川地域は江合川の伏流水を水源しており， 西部地

域（岩出山，鳴子温泉）は，表流水，湧水，地下水が水源で，良質ではあるものの，規模

の大きな地震やゲリラ豪雨などによる原水の濁りが心配されます。

（３）水質管理と浄水処理の充実・強化

上下水道部では，新たな水質基準項目に対応できる検査機器の整備など，自己検査体制

の充実を図ってきました。今後も多様化・高度化する社会経済活動による水質汚染が懸念

されることから，水源の水質汚染や事故への対策，配水水質の管理体制を強化し，引き続

き水質検査体制の更なる充実に向けて取り組む必要があります。

（写真：上下水道部における水質検査状況）
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４．２ 強靱な水道

本市の水道施設は，昭和 30 年代から 50 年代前半（大崎広域水道供用開始）までの拡

大・拡張期に整備されたものが多く，施設の更新時期を迎えています。

これまでにも水道施設の老朽度や重要度を勘案し更新を行ってきましたが，今後，更に

増加していく更新需要に対して，適正な修繕による延命化を図るとともに，アセットマネ

ジメントの考え方に基づく計画的な更新が必要となります。

（１）浄水・配水施設

浄水場及び配水場等については，旧耐震基準（昭和５６年５月３１日以前着工）で築造

された施設が多くあります。これまでにも簡易水道事業を水道事業に統合し，浄水・配水

施設の統廃合を進めてきましたが，耐震診断の調査結果を踏まえながら計画的な更新・改

良に努める必要があります。

（２）管路施設

管路施設のうち多くを占める配水支管は，総延長約１，１５８ｋｍ（令和２年度末）に

およびます。このうち，布設年次が古く耐震性に不安のある鋳鉄管（ＣＩＰ）が市街地を

中心に残っており，解消に向けた取組が必要です。

また，送水管，配水本管などの基幹管路については，管路の口径が３００ｍｍ以上であ

り，更新に多額の費用を要することになることから，断水による影響が大きい施設・管路

を優先して耐震化を推進し，より計画的に実施する必要があります。

耐震管延長 耐震管延長（40 年以上）
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４．３ 持続可能な経営

水道事業を持続可能なものにするためには，中長期的な視点に立って，技術的な知見に

基づいた施設整備・更新需要の見通しについて検討し，着実な更新投資を行う必要があり

ます。

水道施設の耐震化や老朽化施設の更新・改築を行い，施設の健全性を確保しながら安定

した水の供給を持続的に行い，中長期の更新需要・財政収支見通しに係る方策を組織的に

実践するため，平成２６年度に「大崎市水道事業のアセットマネジメント」(注９)を策定し

ました。

（注９）アセットマネジメント：中長期的視点に立ち，効率的かつ効果的に水道施設を管理運営する体

系化された実践活動を示す。
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大崎市水道事業のアセットマネジメントでは，水道施設の耐用年数や更新財源となる企

業債の償還期間などを考慮して，今後１００年間の更新需要と４０年間の財政収支見通し

について試算を行っています。

試算に当たっては，「法定耐用年数」を基本としたパターン①，法定耐用年数を延長した

パターン②，厚生労働省が公表した「更新基準の設定例」を参考としたパターン③，さら

に，更新需要の前後５年以内で施設の重要度を考慮し，更新の前倒しを行い，更新需要の

平準化を図ったパターン④の４つのパターンにより行っています。

パターン④平準化基準で更新した場合では，１００年間で１，２４８億円の更新費用が

必要となり，パターン①法定耐用年数の場合と比較して１００年間で１，６４３億円低く

抑えることができるものの，年間１２．４億円の更新費用が必要となります。

大崎市水道事業のアセットマネジメントは，保有している資産を適切に評価し，効果的

に現状の機能を保全するために策定しましたが，定期的な検証や修正を行いながら，持続

可能な水道の実現に努める必要があります。

法定耐用年数 大崎市基準 大崎市基準 大崎市基準

パターン① パターン② パターン③ パターン④

管　　路
２，４１０億円

（24.1億円/年）

２，０３０億円

（20.3億円/年）

　　９６０億円

（9.6億円/年）

　　９７０億円

（9.7億円/年）

構造物及び設備
　　４８１億円

（4.8億円/年）

　　３６３億円

（3.6億円/年）

　　２８２億円

（2.8億円/年）

　　２７８億円

（2.7億円/年）

計
２，８９１億円

（28.9億円/年）

２，３９３億円

（23.9億円/年）

１，２４２億円

（12.4億円/年）

１，２４８億円

（12.4億円/年）

今後１００年間の更新需要額算出結果
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第５章 将来の事業環境

                                  

５．１ 外部環境の変化

（１）人口減少

内閣府が発行している高齢者社会白書において，日本全体の人口は平成２２年の１億２，

８０６万人となるまで上昇を続けていましたが，平成２３年からは減少に転じており，令

和２年では１億２，５７１万人，４４年後の令和４７年においては８，８０８万人まで減

少傾向が継続するものと見込まれています。

大崎市では，合併した平成１８年度から令和２年度までに７．３％（１万６０７人）減

少しており，将来においても緩やかに減少していくものと予測されています。
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（２）有収水量の減少

実際の水道料金に係る水量を表す有収水量は，平成１９年度の１，３４０万８，０４２

m³／年をピークに緩やかに減少を続けており，令和２年度では１，２６５万１，５７０

m³／年となっており，多くの団体と同様に人口減少の影響が見受けられます。

今後もこの傾向は続くものと見込まれ，計画終了年度である令和１３年度においては

１，１６５万８，１１９m³／年になると予測されています。

・令和２年までの値は，大崎市統計書における住民基本台帳人口より引用。

・令和７年から令和１２年の値は，令和２年３月に改定された「おおさき市地方創生総合戦略」の数値を参考に推計。

・令和１７年以降の値は，国立社会保障・人口問題研究所は「日本の地域別将来推計人口（平成３０（２０１８）年推計）」より引用。

大崎市　行政区域内人口の実績と予測値
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（３）水需要と施設規模の見通し

水道施設の規模を決定する指標の一つとされる一日最大給水量については，東日本大震

災が発生した平成２２年度において６１，９５５m³／日と上昇しているものの，それ以外

の状況としては，平成１９年度の５６，１３６m³／日をピークに緩やかに減少を続けてお

り，令和２年度では４８，５８５m³／日となっており，計画最終年度の令和１３年度にお

いては４２，１１７m³／日になると予測されています。

このことから，数値上では令和２年度から令和１３年度までの１１年間に約１３％の規

模縮小が可能という計算結果となります。

将来の水道施設の更新に当たっては，効率性低下の解消を図るため，ダウンサイジング

（注１０）を図りながら，実際の給水量に見合った規模での更新を進める必要があります。

（注１０）ダウンサイジング： 施設能力を縮小し，施設の効率化を図ること。

（４）災害への対応

平成２３年３月に発生した東日本大震災では，地震によって配水支管が破損し，管路漏

水が３１０件発生するなど大きな被害を受けました。また，近年では平成２８年８月に観

測史上東北地方に初めて太平洋側から直接上陸した台風１０号や令和元年１０月に発生し

た台風１９号により，河川が氾濫し市内の広範囲で浸水となるなど甚大な被害を受けまし

た。

地震や風水害への対応として，主要な配水場等の耐震化を進めるとともに，拠点医療施

設，災害対策本部，応急給水拠点等の重要給水施設に給水する管路の耐震化や，停電の長

期化に備えた電源確保対策などを可能な限り早期に実施する必要があります。

大崎市水道事業　一日最大給水量実績の推移と見通し
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